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改廃履歴

制定・改定日 制定・改定対象 改定内容

令和元年12月5日 全般 新規制定

令和5年7月3日 全般 三重県オープンデータライブラリの刷新に伴う記載内容の見直し。
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１ オープンデータに関する基本的事項
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オープンデータの定義
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オープンデータとは、政府や地方公共団体等が保有する公共データを、

誰もが容易に利用（加工、編集、再配布等）できるよう、

以下３つの要件全てに該当する形で公開されたデータのことです。

営利目的、非営利目的を問わず、
二次利用可能なルールが適用されたもの
です。

利用者が著作権を侵害することなくデータ
を活用するためには利用ルール
（二次利用可能なルール）を定める
必要があります。

例：クリエイティブコモンズライセンス

データとして加工しやすい形式3つ星
（CSV等のフォーマット）以上での公開
が原則とされています。

①二次利用可能なルール

誰もが容易に利用できるよう、
オープンデータは無償利用可能なデータと
します。

（無償利用の範囲の限定）
無償で利用できる範囲が限定されている
ときは、クリエイティブコモンズライセンスを
限定することも可能です。

例

②機械判読に適したもの ③無償で利用できるもの

改変禁止

非営利に限る

公開フォーマット
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オープンデータの意義

▍①国民参加・官民協働の推進を通じた諸課題の解決、経済の活性化

5

広範な主体による公共データの活用が進展することで、創意工夫を活かした多様なサービスの迅速かつ効率的な提供、

官民の協働による公共サービスの提供や改善が実現し、ニーズや価値観の多様化、技術革新等の環境変化への適切な

対応とともに、厳しい財政状況、急速な少子高齢化の進展等の我が国が直面する諸課題の解決に貢献することができる。

▍②行政の高度化・効率化

国や地方公共団体においてデータ活用により得られた情報を根拠として政策や施策の企画及び立案が行われることで

（ＥＢＰＭ：Evidence Based Policy Making）、効果的かつ効率的な行政の推進につながる。

▍③透明性・信頼の向上

政策立案等に用いられた公共データが公開されることで、国民は政策等に関して十分な分析、判断を行うことが可能に

なり、行政の透明性、行政に対する国民の信頼が高まる。

官民データ活用推進基本法（平成28年法律第103号）において、国及び地方公共団体は
オープンデータに取り組むことが義務付けられました。
オープンデータへの取組により、国民参加・官民協働の推進を通じた諸課題の解決、

経済活性化、行政の高度化・効率化等が期待されています。

デジタル庁 ホームページ「オープンデータ」
オープンデータ基本指針（平成29年5月30日IT本部・官民データ活用推進戦略会議決定 令和3年6月15日改正）より
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オープンデータ公開に関する基本的ルール

〇 機械判読性に適したデータの作成・公開の推進 〇 公開データの利用ルール
本県において、オープンデータとして公開するデータは
機械判読性のあるデータとすることを進めています。

オープンデータの評価指標としては、｢5 Star Open Data｣が
広く知られており、より上位の評価となるファイル形式での
公開が望ましいとされています。

6
出典：5★オープンデータ https://5stardata.info/ja/

オープンデータとして公開したデータには、情報利用者が二次利
用可能であることを分かりやすく表示するため、「クリエイティ
ブ・コモンズ・ライセンス」
(以下、CCライセンス」という。)を活用し、原則として「CC 
BY」を適用することとしています。

出典：クリエイティブ・コモンズ・ライセンス
https://creativecommons.jp/licenses
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本県がオープンデータ化の対象とするデータ範囲
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本県保有の行政データのうち、
自治体標準オープンデータセットに準拠しつつ、
県民・学術機関・企業の方のニーズが高いと考えられるデータについては、
オープンデータ化を積極的に進めていくこととしています。

出典：デジタル庁 https://www.digital.go.jp/resources/open_data/を
参考にデータセット一覧を作成

ただし、以下のようなデータについては対象外としています。

・ 個人情報などの個人・法人の権利侵害に繋がる恐れがあるデータ
・ 本県以外の個人・法人が知的財産権等の権利を持っているデータ
・ 個別法令で利用に制約がある情報や情報の収集にあたり

その情報の使用目的を制限しているデータ
・ その他具体的かつ合理的理由により二次利用が認められないデータ

https://www.digital.go.jp/resources/open_data/
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データ利用に関する無保証、免責、
二次利用を可能とする契約条文の整備について

8

オープンデータとしてデータを公開するにあたり、
・ コンテンツの正確性等は保証しないこと
・ コンテンツを用いて行う一切の行為に

公表者は責任を負わないこと
を証明する必要があります。

CC BYには無保証および責任制限の条項が
含まれていますが、
利用者に対して確実に通知する事柄であるため
掲示することが望ましいです。
三重県オープンデータカタログサイトでは、
利用規約第４条に掲示しています。

公共データの作成・収集等を外部業者等に委託する際には、
納入されたデータを地方公共団体が二次利用可能な条件で
公開できるような契約を行うことが必要です。
データに外部業者以外の第三者権利物が含まれる場合は、
それについての権利処理も考慮が必要です。
外部業者に委託して作成・収取するデータを
二次利用可能な条件で公開できるようにするためには、
必要な条文を契約書に盛り込むことが望ましいです。

契約書に盛り込むべき条文の例(甲：地方公共団体 乙：外部業者)

出典：｢オープンデータをはじめよう ～地方公共団体のための最初の手引書～｣
(令和3年6月15日改定)https://https://cio.go.jp/policy-opendata

〇無保証、免責について 〇契約条文の整備について



２ オープンデータ公開の手順
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オープンデータ公開の手順
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▍データの公開について

作成したオープンデータは、「三重県オープンデータカタログサイト」（https://odcs.bodik.jp/240001）
に登録します。データを各課のウェブサイト上に公開し、そのリンクをカタログサイトに登録することも可能
です。

▍データの基本情報（メタデータ）の表示

データ名、データ項目、データ所管課など、データの二次利用者が必要とする情報を可能な限り提供してくだ
さい。

▍本要領で示す指針への対応

機械判読に適したデータとするため、本要領で示す指針に従ってデータを作成してください。

▍実際の手順

登録の手順及び操作方法については、別途定めています。

https://odcs.bodik.jp/240001
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オープンデータ公開の手順
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オープンデータカタログサイト（BODIK ODCS） 三重県WEBサイト

（各課WEBサイトページ）

オープンデータはBODIK ODCSからダウンロード可能です

https://odcs. 
bodik.jp/dataset/240001_river_sea_water_kensa

▍「三重県オープンデータカタログサイト」を利用したオープンデータ公開パターンは3つあります。

①BODIK実データ貼付（所属
ページには、BODIKデータ
セット又はリソースへのリン

クを載せる）

②BODIKリンク貼付（所属
ページへのリンクを載せる）

③BODIK実データ貼付（所属
ページなし）

所属ページからBODIK ODCSの
リンクあり

BODIK ODCSから所属ページの
リンクのみ

ダウンロード

ダウンロード



３ データ作成時における技術的指針
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データ作成時における技術的指針
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▍技術的指針とは

 以下の3種類のデータ種別に分けて設けています。また、公開するデータのファイルそのものについても
指針を設けています。

 表形式データ

 文書形式データ

 地理空間情報

 それぞれの指針について、対応レベルを設けています。「必須」は必ず実施すること、「推奨」は実施が
望ましいこととしています。
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データ作成時における技術的指針
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▍ファイルに関する指針

指針内容 対応レベル

指針1-1 公開するデータのファイル形式はオープンなフォーマットとすることが望ましい。 推奨

指針1-2 公開するデータがテキストファイルの場合、使用している文字コードを明記する。 必須

指針1-3
公開するデータがテキストファイルの場合、国際的に広く使用されている文字コードを使用し
て作成することが望ましい。

推奨
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データ作成時における技術的指針
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▍指針1-1 公開するデータのファイル形式はオープンなフォーマットとすることが望ましい。

• 仕様が公開され、それが国際標準化団体により標準化されて

いるファイル形式は、解読するツールが広く普及しており、

機械判読に適しています。データ種別ごとの代表的なファイ

ル形式を、「オープンデータガイド～オープンデータのため

のルール・技術の手引き～」に示されているオープンデータ

の技術レベルに基づいてまとめると、右記表のようになりま

す。

• 本県においては、右記表のLevel2以上を目指すこととします。

• なお、複数種類のファイル形式で同一のデータを公開する場

合は、その中にLevel2のものが含まれていればよいこととし

ます。

機械判読レベル

データ種別
Level 1 Level 2 / Level 3 Level 4

表形式データ xls

csv
XML
xlsx (Office Open XML)
ods (OpenDocument Format)
JSON(JavaScript Object 
Notation)

RDFの

ルール
にそった
XMLなど

文書形式データ doc

HTML
XHTML
docx (Office Open XML)
odt (OpenDocument Format)

地理空間情報 Shapefile
csv
KML
GML

機械判読性の観点で整理したファイル形式

(「オープンデータガイド～オープンデータのための
ルール・技術の手引き～」第2.1版)を参考に作成
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データ作成時における技術的指針
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▍指針1-2 公開するデータがテキストファイルの場合、使用している文字コードを明記する。

• 文字コードは、Shift-JIS、UTF-8など、複数あります。

どの文字コードで作成されたものであるか、コンピュータが

読み取れるよう、公開するデータがテキストファイルの場合、

使用している文字コードを明記してください。

• HTMLやXML形式のファイルなど、使用している文字コード

を文書内で明記する方法があるような場合は、

テキストファイルそのものに明記することで対応します。

• csvやJSON形式のファイルなど、文字コードをテキストファ

イルそのものに明記するような仕様でない場合は、テキスト

ファイルを公開するページ内などで補足的に明記することで

対応します。

ファイルタイプ

データ種別
テキストファイル 非テキストファイル

表形式データ

csv
XML
JSON

xlsx
ods

文書形式データ
HTML
XHTML

docx
odt

地理空間情報

csv
KML
GML

HTML形式のファイル内で文字コードを指定する表記法

HTMLバージョン 表記法

HTML5 <meta charset="UTF-8">

XMLバージョン 表記法

XML1.0 <?xml version=“1.0” encoding=“UTF-8”?>

XML形式のファイル内で文字コードを指定する表記法（XML宣言）

XML、XHTML、KML、GMLファイルではXML宣言において

文字コードを明記します

出典： 「オープンデータガイド～オープンデータのためのルール・技術の手引き～」第2.1版)

https://www.vled.or.jp/archives/vled/results/OpenDataGuide_v21_fix.pdf

データ種別におけるテキストファイル/非テキストファイルのすみわけ
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データ作成時における技術的指針
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▍指針1-3公開するデータがテキストファイルの場合、国際的に広く使用されている文字コードを使用して
作成することが望ましい。

• データの国際的な展開や他の規格との整合を考慮すると、公

開するデータがテキストファイルの場合、UTF-8を使用して

作成することが望ましいです。

• 現在広く使用されているMicrosoft Excelの日本語版は、文

字コードがShift-JISのcsv形式のファイルを出力する仕様に

なっています。これをメモ帳でUTF-8に変換する代表的な方

法を、以下に示します。

(ア)Microsoft Excelで作成したcsv形式のファイルを開く。

（メモ帳を立ち上げ、「ファイル」タブの「開く」から、「すべての

ファイル」に変更して、作成したcsv形式のファイルを開く。）

(イ)メモ帳で開いたファイルをUTF-8形式で保存する。（「ファイ

ル」タブから、「名前を付けて保存」で、「文字コード」を

「UTF-8」に変更して保存する。）

「文字コード」を「UTF-8」に変更して保存
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データ作成時における技術的指針
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▍表形式データに関する指針

指針内容 対応レベル

指針2-1 1つのデータセットは、1つのテーブルのみで構成することが望ましい。 推奨

指針2-2 ヘッダは、1行で構成することが望ましい。 推奨

指針2-3 全てのセルは、他のセルと結合しないことが望ましい。 推奨

指針2-4 値がない場合を除き、セルを空白にしない（省略しない）ことが望ましい。 推奨

指針2-5 値の単位を明記する。 必須

指針2-6 データでない情報を、セルに含めないことが望ましい。 推奨

指針2-7 セルに整形や位取りのための文字（スペース、カンマなど）を含めないことが望ましい。 推奨

指針2-8 年を示すフィールドの値は、西暦表記とすることが望ましい。 推奨

指針2-9
データセットに地方公共団体名や法人名を示すフィールドが含まれる場合、コードを示す
フィールドを併記することが望ましい。

推奨
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データ作成時における技術的指針
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▍指針2-1：1つのデータセットは、1つのテーブルのみで構成することが望ましい。《推奨》

月
A市の気温

[℃]
B市の気温

[℃]
C市の気温

[℃]
D町の気温

[℃]

1 -4.5 -0.5 1.6 11.3

2 -6.8 -2.1 0.4 8.4

3 -2.4 1.9 3.8 13.5

4 0.2 3.4 6.5 17.3

例1は、複数のテーブルを含んでいます。コンピュータが判読するためには、テーブルの切れ目を扱う必要があり、判読手順が複雑になります。

このため、1つのデータセット(ファイル)は、1つのテーブルからのみ構成されることが望ましいです。

例2のように、データセットに含まれる複数のテーブルを分割し、それぞれ別のデータセット（ファイル）に格納すれば、本指針を満たすことが

できます。

月
A市の降水
量[mm]

B市の降水
量[mm]

C市の降水
量[mm]

D町の降水
量[mm]

1 230 58 377 103

2 169 43 422 122

3 144 54 322 144

4 232 102 145 144

例1：指針2-1を満たさない例（1つのデータセットに複数のテーブル）

データセットX

テーブルA

テーブルB

月
A市の気温

[℃]
B市の気温

[℃]
C市の気温

[℃]
D町の気温

[℃]

1 -4.5 -0.5 1.6 11.3

2 -6.8 -2.1 0.4 8.4

3 -2.4 1.9 3.8 13.5

4 0.2 3.4 6.5 17.3

月
A市の降水
量[mm]

B市の降水
量[mm]

C市の降水
量[mm]

D町の降水
量[mm]

1 230 58 377 103

2 169 43 422 122

3 144 54 322 144

4 232 102 145 144

例2：指針2-1を満たす例（2つのデータセットに分割）

データセットX

テーブルA

テーブルB

データセットY
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データ作成時における技術的指針
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▍指針2-2：ヘッダは、1行で構成することが望ましい。《推奨》

月
気温

A市 [℃] B市 [℃] C市 [℃] D町 [℃]

1 -4.5 -0.5 1.6 11.3

2 -6.8 -2.1 0.4 8.4

3 -2.4 1.9 3.8 13.5

4 0.2 3.4 6.5 17.3

例1に示すテーブルのヘッダは、2行からなっています。コンピュータが判読するためには、ヘッダとデータの切れ目を解釈する必要があ

り、機械判読が複雑になります。このため、ヘッダを1行で構成することが望ましいです。

例2のとおり、ヘッダの内容を統合して1行にまとめれば、本指針を満たすことができます。

例1：指針2-2を満たさない例（ヘッダが複数行）

月 A市の気温[℃] B市の気温[℃] C市の気温[℃] D町の気温[℃]

1 -4.5 -0.5 1.6 11.3

2 -6.8 -2.1 0.4 8.4

3 -2.4 1.9 3.8 13.5

4 0.2 3.4 6.5 17.3

例2：指針2-2を満たす例（ヘッダを1行に統合）
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データ作成時における技術的指針
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▍指針2-3：全てのセルは、他のセルと結合しないことが望ましい。《推奨》

例1に示すテーブルは、フィールド「年」の各セルが結合されています。人が見ればこの4ヶ月のデータが2023年のものであることはわ

かりますが、コンピュータはそれを判読できません。このため、機械判読性を高めるためには、例2のとおり、セルの結合を解除し、そ

れぞれ値を記載することが望ましいです。

例1：指針2-3を満たさない例（セルが結合されている） 例2：指針2-3を満たす例（セルの結合を解除する）

年 月
A市の気
温[℃]

B市の気
温[℃]

C市の気
温[℃]

D町の気
温[℃]

2023

1 -4.5 -0.5 1.6 11.3

2 -6.8 -2.1 0.4 8.4

3 -2.4 1.9 3.8 13.5

4 0.2 3.4 6.5 17.3

年 月
A市の気
温[℃]

B市の気
温[℃]

C市の気
温[℃]

D町の気
温[℃]

2023 1 -4.5 -0.5 1.6 11.3

2023 2 -6.8 -2.1 0.4 8.4

2023 3 -2.4 1.9 3.8 13.5

2023 4 0.2 3.4 6.5 17.3
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▍指針2-4：値がない場合を除き、セルを空白にしない（省略しない）ことが望ましい。《推奨》

例1に示すテーブルは、フィールド「年」の第2行目以降の記述が省略されています。人が見ればこの4ヶ月のデータが2013年のもので

あることは推測できますが、コンピュータはそれを判読できません。機械判読性を高めるためには、例2のとおり、省略されている値を

補完することが望ましいです。

例1：指針2-4を満たさない例（セルの値が省略されている） 例2：指針2-4を満たす例（省略されている値を補完）

年 月
A市の気
温[℃]

B市の気
温[℃]

C市の気
温[℃]

D町の気
温[℃]

2023 1 -4.5 -0.5 1.6 11.3

2023 2 -6.8 -2.1 0.4 8.4

2023 3 -2.4 1.9 3.8 13.5

2023 4 0.2 3.4 6.5 17.3

年 月
A市の気
温[℃]

B市の気
温[℃]

C市の気
温[℃]

D町の気
温[℃]

2023 1 -4.5 -0.5 1.6 11.3

2 -6.8 -2.1 0.4 8.4

3 -2.4 1.9 3.8 13.5

4 0.2 3.4 6.5 17.3
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▍指針2-5：値の単位を明記する。《必須》

例1に示すテーブルの各フィールドには、値の単位が記載されていません。単位（物理単位、貨幣単位など）が無いと、情報利用者がコ

ンピュータを用いて正しくデータ処理を行うことができません。このため、値の単位を明記してください。

具体的には、例2のとおり、ヘッダに単位を付記したり、例3のとおり、単位を別のレコードに記載したりすることにより対応します。

また、ファイル内で各フィールドの単位を明記しないで、データを公開するページ内で、各フィールドの単位を補足的に明記してもよい

こととします。

例1：指針2-5を満たさない例（フィールドの単位が記載されていない）

月 A市の気温[℃] B市の気温[℃] C市の気温[℃] D町の気温[℃]

1 -4.5 -0.5 1.6 11.3

2 -6.8 -2.1 0.4 8.4

3 -2.4 1.9 3.8 13.5

4 0.2 3.4 6.5 17.3

例2：指針2-5を満たす例（ヘッダに単位を付記）

月 A市の気温 B市の気温 C市の気温 D町の気温

1 -4.5 -0.5 1.6 11.3

2 -6.8 -2.1 0.4 8.4

3 -2.4 1.9 3.8 13.5

4 0.2 3.4 6.5 17.3

例3：指針2-5を満たす例（単位を別のレコードに記載）

月 A市の気温 B市の気温 C市の気温 D町の気温

単位 ℃ ℃ ℃ ℃

1 -4.5 -0.5 1.6 11.3

2 -6.8 -2.1 0.4 8.4

3 -2.4 1.9 3.8 13.5

4 0.2 3.4 6.5 17.3
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月 A市の気温[℃] B市の気温[℃] C市の気温[℃] D町の気温[℃]

1 -4.5 -0.5 1.6(*1) 11.3

2 -6.8 -2.1 0.4 8.4

3 -2.4 1.9 3.8 13.5

4 0.2 3.4 6.5 17.3
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▍指針2-6：データでない情報を、セルに含めないことが望ましい。《推奨》

例1に示すテーブルのC市1月の値には、「1.6」という数値と「(*1)」という注釈へのリンクが含まれています。注釈へのリンクである

(*1)は、コンピュータが判読できません。このため、機械判読性を高めるためには、例2のとおり、注釈へのリンクである「(*1)」を除

き、数値「1.6」のみとすることが望ましいです。

なお、例1のような、注釈を含むテーブルは、人がデータを解釈するために必要な場合があります。このため、このようなテーブルを含

むファイルを提供する場合には、例2のような機械判読性のあるファイルを別途提供する、もしくは、ファイルを提供するページ本文で

注釈を補足しつつ、例2のような機械判読性の高いファイルのみを提供するなどの対応をとります。

例1：指針2-6を満たさない例（データでない情報がセルに含まれている） 例2：指針2-6を満たす例（データでない情報を除去）

月 A市の気温[℃] B市の気温[℃] C市の気温[℃] D町の気温[℃]

1 -4.5 -0.5 1.6 11.3

2 -6.8 -2.1 0.4 8.4

3 -2.4 1.9 3.8 13.5

4 0.2 3.4 6.5 17.3
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▍指針2-7：セルに整形や位取りのための文字（スペース、カンマなど）を含めないことが望ましい。《推奨》

例1はフィールド「年度」のセルには「2 0 1 2」など、整形のための空白を含んでいます。セルに含まれる空白や改行に意味があるのか

否かは、機械は判別できません。また、セル内のデータは数値で、カンマは含まれていませんが、セルに対し桁区切りスタイルが適用さ

れています。この状態で、指針1-1に記載されている方法でcsv形式のファイルを作成すると、桁区切りのカンマが含まれるcsv形式の

ファイルができてしまいます。カンマを除かなければ、機械はそのデータは正しい値として認識できません。

このため、例2のように、機械判読に不要なスペース、カンマなどは除去することが望ましいです。

例1：指針2-7を満たさない例（整形のための空白や装飾のためのカンマ
が含まれている）

例2：指針2-7を満たす例（整形のための空白や桁区切りスタイルを削除）

桁区切りスタイルが適用されているセルを
選択し、ホームタブの数値グループの「通
貨」となっている部分を「標準」に変更し
てからcsv形式のファイルを作成する。

整形のための
空白を削除す
る。

データ自体にカンマは含まれていないが、
セルに桁区切りスタイルが適用されている。
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▍指針2-8：年を示すフィールドの値は、西暦表記とすることが望ましい。《推奨》

例1に示すテーブルのフィールド「年（令和）」は、和暦で記載されています。コンピュータでは、数値の大小で年を比較できる方が処

理しやすいため、年の値が単調増加する西暦の方が扱いやすいです。このため、

例2のとおり、和暦を西暦に変換したり、西暦を示すフィールドを追加したりすることなどが望ましいです。

例1：指針2-8を満たさない例（和暦で年が記載されている） 例2：指針2-8を満たす例（西暦を付加）

年（令
和）

月
A市の気
温[℃]

B市の気
温[℃]

C市の気
温[℃]

D市の気
温[℃]

5 1 -4.5 -0.5 1.6 11.3

5 2 -6.8 -2.1 0.4 8.4

5 3 -2.4 1.9 3.8 13.5

5 4 0.2 3.4 6.5 17.3

年（令
和）

年（西
暦）

月
A市の気
温[℃]

B市の気
温[℃]

C市の気
温[℃]

D市の気
温[℃]

5 2023 1 -4.5 -0.5 1.6 11.3

5 2023 2 -6.8 -2.1 0.4 8.4

5 2023 3 -2.4 1.9 3.8 13.5

5 2023 4 0.2 3.4 6.5 17.3
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▍指針2-9：データセットに地方公共団体名や法人名を示すフィールドが含まれる場合、コードを示す

国により、データ利活用のための様々なコード（全国地方公共団体コードや法人番号など）が用意されています。データセットに地方公

共団体名や法人名を示すフィールドが含まれる場合、それらのコードを併記することで、コンピュータは同一名称の組織や場所を区別で

き、また同一の組織や場所を、半角全角の違いや区切り方の違いにより別物として解釈することを防ぐことができます。

例えば、例1に示す２つのデータセットには同一の法人に関する情報が含まれていますが、コンピュータは法人名から情報を紐付けるこ

とができません。

このため、例2のとおり、データセットに地方公共団体や法人に関する情報が含まれる場合には、コードを併記することが望ましいです。

例1：指針2-9を満たさない例（法人番号が無いため情報が結びつかない） 例2：指針2-9を満たす例（法人番号を付加）

法人名 届出年月日

株式会社〇〇 2017-03-20

株式会社〇〇 2004-05-31

✕✕ 1994-04-01

フィールドを併記することが望ましい。《推奨》

法人名 所在地 従業員数[人]

株式会社〇〇 東京都 300

株式会社〇〇 大阪府 400

株式会社✕✕ 愛知県 200

法人番号 法人名 届出年月日

1234567890123 株式会社〇〇 2017-03-20

2345678901234 株式会社〇〇 2004-05-31

3456789012345 ✕✕ 1994-04-01

法人番号 法人名 所在地 従業員数[人]

2345678901234 株式会社〇〇 東京都 300

1234567890123 株式会社〇〇 大阪府 400

3456789012345 株式会社✕✕ 愛知県 200

法人番号だけでは
区別が困難

法人名に表記揺れがあるため、
同一との判読が困難 法人名に関わらず、情報の紐付けが可能
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▍文書形式データに関する指針

指針内容 対応レベル

指針3-1
文書に存在する部・章・節・図表などの構造が、機械判読性の高いフォーマットで記述されて
いることが望ましい。

推奨

指針3-2 文書内に、整形のための符号や文字（空白など）を含めないことが望ましい。 推奨

指針3-3
文書形式データに表形式データを含む場合、「必須」を満たす表形式データが添付されている
ことが望ましい。

推奨
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▍指針3-1 文書に存在する部・章・節・図表などの構造が、機械判読性の高いフォーマットで記述されて

文書は、部、章、節、段落、図表などの構造を持っています。コンピュータはこれらの構造を機械判読し、必要な部分を抽出できるよう

になっています。例1のように、文書に存在する部・章・節・図表などの文字のスタイルを統一したり、フォントや文字飾りのみで表現

してしまうと、コンピュータ側で構造を機械判読して必要な部分を抽出することができません。

このため、例2のとおり、文章作成ソフトが提供する表題や見出しなどのスタイルを該当箇所に適用し、それらのスタイルに対しフォン

トや文字飾りなどの装飾を施すことが望ましいです。

例1：指針3-1を満たさない例（文書構造をフォントや文字飾りのみで表現）

表題、見出し、本文の箇所にいずれも「標準」のスタイルが適用されている。

例2：指針3-1を満たす例（見出しの箇所に見出しのスタイルを適用し、そのス
タイルに対して装飾を施す）

表題、見出し、本文の箇所に対し、それらに対応したスタイルを適用する。

それぞれのスタイル対し、装飾を施す。

いることが望ましい。《推奨》
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▍指針3-1 文書に存在する部・章・節・図表などの構造が、機械判読性の高いフォーマットで記述されて

HTML形式のファイルでは、見出しや段落は、PやH○などの要素で表現します。なお、本県のCMSである「ALAYA」を使用すれ

ば、例3のとおり、HTML言語に関する知識が無くても、見出しや段落を画面上で設定することができます。

例3：CMSでHTML文書の構造を表現した例

ここで見出し要素（H○）を設定する。

いることが望ましい。《推奨》
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▍指針3-2 文書内に、整形のための符号や文字（空白など）を含めないことが望ましい。《推奨》

例1：指針3-2を満たさない例（ Microsoft Wordにおいて、空白
で整形している）

例2：指針3-2を満たす例（Microsoft Wordにおいて、均等割り
付けの機能で整形する）

例1のように、空白などが文書に含まれると、それが有意であるか否かを、コンピュータは判断できません。文書の解析や読み上げを行

う際に、これらの空白などが支障となります。

このため、コンピュータが判読する必要のない空白などは、事前に除くことが望ましいです。

三□重□県 三 重 県
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▍指針3-3 文書形式データに表形式データを含む場合、「必須」を満たす表形式データが添付されている

情報利用者は、図表やグラフを多く含む文書内の図表やグラフを形成した元のなる表形式データを、機械判読に適したフォーマットで取

得できるならば、それらのデータを利用した二次利用が容易になります。このため、文書に図表を含む場合は、「ファイルに関する指

針」及び「表形式データに関する指針」のうち、対応レベルが「必須」である指針を満たす表形式データのファイルを、文書中でリンク

先として示すことが望ましいです。

例1：図表を含むHTML文書に元となる表形式データを添付した例

ことが望ましい。《推奨》
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▍地理空間情報に関する指針

指針内容 対応レベル

指針4-1 位置情報の測地系を明記する。 必須

指針4-2 位置情報の測地系は世界測地系とすることが望ましい。 推奨

指針4-3 位置情報を緯度・経度で表す場合、表現方法を明記することが望ましい。 推奨

指針4-4 位置情報は、ベクタ形式のデータとすることが望ましい。 推奨

指針4-5 位置情報が投影座標系の場合、座標系を明記する。 必須
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▍指針4-1 位置情報の測地系を明記する。《必須》

地理空間情報における位置情報の測地系は、複数存在し、それぞれ値が異なります。

例えば、世界測地系の一つである国際地球基準座標系（ITRF）による緯度・経度と日本測地系による緯度・経度では、

次ページに示す例1のとおり、東京付近の地表面において450m程度ずれます。

従って、公開する地理空間情報がどの測地系に準拠しているか明記されていなければ、情報利用者は正しい位置を特定できません。

このため、次ページに示す例2のとおり、位置情報の測地系を、地理空間情報を公開するページ内などに記載してください。

なお、Googleマップでは任意の地点の緯度・経度を調べることができますが、Googleマップで表示される緯度・経度の測地系は、世界

測地系です。また、本県の「Mie Click Maps」で使用するKMLの測地系も世界測地系です。
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▍指針4-1 位置情報の測地系を明記する。《必須》

日本測地系

45°

40°

30°

35°

130° 135° 140° 145°

世界測地系

例1：世界測地系緯度・経度と日本測地系緯度・経度の違い
例2：公開するページ内で測地系を明記した例

WGS84は世界測地系の一種
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▍指針4-2 位置情報の測地系は世界測地系とすることが望ましい。《推奨》

平成13年の測量法改正以降、日本における測量の基準としては、世界測地系が使用されています。このため、法改正前の日本測地系での

測量成果を使用して新たにオープンデータを作成する場合は、日本測地系に基づく測量成果を世界測地系に基づく測量成果に変換するこ

とが望ましいです。

国土地理院が提供する緯度、経度を世界測地系に変換するためのソフトウェアである「TKY2JGD」により、日本測地系に基づく測量結

果を世界測地系に基づく測量成果に変換することができます。
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▍指針4-3 位置情報を緯度・経度で表す場合、表現方法を明記することが望ましい。《推奨》

緯度・経度の記載方法は60進法（例：135度26分7秒2539）と10進法（例：東経135.4353483度）のように、異なる表現方法があり

ます。このため、例1のように、GISソフトウェアによる2次利用を考慮すると、緯度・経度の表現方法を、地理空間情報を公開するペー

ジ内などに記載することが望ましいです。

なお、Googleマップでは任意の地点の緯度・経度を調べることができますが、Googleマップで任意の地点をクリックしたときに表示さ

れる緯度・経度は、10進法表記です。

また、本県の「Mie Click Maps」で使用するKMLにおける緯度・経度も10進法表記です。

出典：大阪市 マップナビおおさかオープンデータ一覧
（http://www.city.osaka.lg.jp/toshikeikaku/page/0000250227.html）

例1：公開するページ内で緯度・経度の表現方法を明記した例
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▍指針4-4 位置情報は、ベクタ形式のデータとすることが望ましい。《推奨》
ベクタ形式のデータはラスタ形式よりもデータ容量が小さく、拡大・縮小をしても画質が損なわれなく、図面など、線や面の輪郭がはっき

りした、人工的な画像に適しています。

一方、ラスタ形式は、写真のように微妙な色の変化を表現したい場合などに有効で、航空写真や降雨量など、連続的に変化する現象を表現

するのに適しています。

このため、公開する地理空間情報における位置情報は、連続的に変化する現象を表現するものを除き、ベクタ形式のデータとすることが望

ましいです。

例1：ベクタデータとラスタデータの違い



e

データ作成時における技術的指針

39

▍指針4-5 位置情報を緯度・経度で表す場合、表現方法を明記することが望ましい。《必須》

地理空間情報における位置情報の座標系は、複数存在し、それぞれ原点が異なります。（別添 用語集 図5-3)

公開する地理空間情報がどの座標系に準拠しているか明記されていなければ、情報利用者は正しい位置を特定できません。また、座標系

を表記することで、オープンデータ利用の際の座標変換が容易になります。

このため、位置情報が投影座標系の場合、座標系を、地理空間情報を公開するページ内などに記載してください。（例1）。

出典：大阪市市政 マップナビおおさかオープンデータ一覧
（http://www.city.osaka.lg.jp/toshikeikaku/page/0000250227.html）

例1：公開するページ内で座標系を補足した例



４ チェックリスト



e

チェックリスト

41

ここでは、本作成要領が示したデータの作成にかかる原則をチェックリスト化したものを別添として提供し
ます。リスト中の「対応レベル」は、「必須」は必ず実施すること、「推奨」は実施が望ましいこととして
います。

各項目については、本書第３章に示す各技術的指針に対応していますので、各項目の詳細について知りたい
場合は関連指針をご覧ください。

▍データの作成時におけるチェックリスト

まずは、作成するデータのファイルそのものについてチェックし、ファイルの修正を行ってください。

次に、作成したデータの種別に応じて、別添の｢三重県オープンデータ作成要領_チェックシート｣を参照し
てチェックを行い、必要に応じデータの修正を行ってください。
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